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小児科医 ・ 産婦人科医 ・ 産科医をとりまく諸問題' )
熊 沢 由 美
はじめに
昨今,診療科や病院の閉鎖など,医師不足と思われる事例をよく聞くようになった。とくに,
救急搬送を断られた子どもが死亡したり, 妊婦が流産したりするいわゆる 「たらい回し」 には,
多くの人が衝撃を受けたのではないだろうか。 これらには医師不足以外の要因も考えられるが 2 ),
医療機関の受入体制に間題があったことも指摘されている。 そこで本稿では, 医師不足の象徴的
な存在として小児科医 ・ 産婦人科医 ・ 産科医の状況を取り上げたい。
本稿ではまず日本における医療供給体制について見ていく。 医師の動向のほか, 宮城県におけ
る医師の動向にっいても取り上げる。つぎに小児科医,産婦人科医,産科医に焦点をあて,その
現状や推移のほか,地域偏在についても取り上げる。そのうえで,小児科医,産婦人科医,産科
医のまわりでどのような間題が起きているのか, どのような対策がとられているのかを取り上げ,
医療供給体制にっいてどのような間題が起きているのか, 何が求められているのかを考えていく。
1.  日本における医療供給体制
日本における医療供給体制について, 医師全体の動向や宮城県における医師の動向を見ていく 。
( 1 )  医師とは
そ も そ も  「医師」 とはどのような存在であろうか。 医師法第二条によれば, 「医師になろうと
する者は, 医師国家試験に合格し, 厚生労働大臣の免許を受けなければならない。」 と あ り ,  同
第六条によれば, 「免許は, 医師国家試験に合格した者の申請により, 医籍に登録することによ
つて行う。」 と あ る 。  つまり医師とは,  国家試験に合格し, 医籍に登録することで免許を取得し
た人である。
医師免許には特定の診療科が記載されているわけではなく, 自由標榜制となっている。 医療法
第六条の六によれば, 「前条第一項第二号の規定による診療科名は, 医業及び歯科医業にっき政
1 )  本稿は, 第28回東北学院大学社会福祉研究所オープンカレッジにおける識義 「小児科医・ 産科医を取り巻
く諸問題」(2007年9月29日) の内容を加難修正したものである。
2)たとえば女1婦の場合,2007年10月26日に総務省消防庁から発表された「救急要請における産科 ・ 周 産 期 傷
病者搬送実態調査の結果にっいて」 に よ る と ,  平成18年度に医療機関が救急搬送の受入に至らなかった理
由別では4,904件のうち,処壓困難26.6% , 手 術 ・ 患者対応中17.2%, 専 門 外 1 l . 7 %, ぺ ッ ド 満 床 1 0 . 5 % ,,
医師不在7.0% , 初 診 ( か か り っけ 医 が い な い ) 3 .0%,理由不明その他24.1%で あ っ た 。 ま た , 照 会 回 数
最大事案の回数が10回以上であった10都道府県のうち, 受入に至らなかった主な理由として初診 (かかり
つけ医がいない) をあげたのは7団体であった。
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令で定める診療科名並びに当該診療科名以外の診療科名であって当該診療に従事する医師又は歯
科医師が厚生労働大臣の許可を受けたものとする。」 と あ り ,  医師は自らの診療科を32の標携科
目3 1 か ら 選 択 す る 。
なお, 医師免許を取得しても, 臨床研修をおこなう必要がある。 以前は, 1ll146年に導入されたイ
ンターン制度により,医学部卒業後1年間の実地修練を受けた後, 国家試験を受けることになって
いた。 1968年にインターン制度が廃止され, 医学部卒業後すく°に受験できるようになったが, 免許
取得後に2年間の臨床研修が努力義務となった。 この研修には出身大学の医局の意向が大きくかか
わり,  出身大学やその関連病院を中心に研修がおこなわれていた。 2004年からは臨床研修が必修化
され,  複数の診療科で研修をぉこなうスーパーローテー ト方式による研修が実施されている。 国 1
は臨床研修医在籍状況の推移で, 2004年度から研修の場が変化したことが読み取れる。 大学病院に
在籍する臨床研修l11iiは, 2003年度には72.fi%であったが2007年度には45.3%に低下している。
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図 1 臨床研修医在籍状況の推移
2003年度 2的4年度 2005年度 2006年度 2007年度
資料:厚生:1i1働省医政用財調ぺ(厚生''i1l動省編『1学i生労 l動白書』(平成19年版), きょうせい,2007年,12ぺ一 、ノ1 よ
り作成
( 2 )  医師の動向
図 2 は ,  医師数の推移を示したものである。2004年は医師が270,371人で, うち医療施設 1 ' 従
3 ) 医 師 が 標 榜 で き る 言 参 療 科 名 ( 11l1l 科 医 業 を 除 く 1 は , 内 科 , 心 療 内 科 , 拙 i 神 科 , 神 経 科 , 呼 吸 器 科 , 1「i化器
科, '循環器科,アレルギ一科, リ ウ マ チ 科 , 小 児 科 , 外 科 , 整 形 外 科 , 形 成 外 科 , :ll11容外科 , 脳神経外科
呼吸器外科,心臓血管外科, 小 児 外 科 , 度 画 泌 尿 器 科 , 性 病 科 ,  こう「'「l 科 , 産 婦 人 科 , 限 科 , 耳 算 い ん こ
う 科 , 気 管 食 追 科 ,  リ ,、ビ リ テー シ ョ ン 科 , 放 射 線 科 ( 以 上 , 医 療 法 施 行 令 第 三 条 の 二 第 一 項 第 一 号 1 , 神
経内科, 胃 船 科 , 度 常 科 , l必1表器科,産科,婦人科l以 t:_同第三条の二第二項),麻酢Pト(医療法施行細則
第一条 の 十 ) で あ る 。
4 ) 医 療 施 設 と は , 病 院 と 診 療 所 で あ る 。 隆 搬 法 に よ る と , 1l l 1 院 と は , 医 l11 i又は歯科医師が医業又は歯科医業
を 行 う 場 所 で あ っ て , 患 者 2 0 人 以 上 の 入 院 施 設 を 有 す る も の を い う ( 第 1 条 の 5 ) 。 ま た , ・11;標所とは, 医
師又は歯科llll1師が医業又は歯科医業を行う場所であって, .患者の入院施設を有しないもの, 又は.響i者l9人
以 下 の 入 院 施 設 を 有 す る も の を い う l 第 l 条 の 5 ) 。
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資料:厚生労l動省大臣官房統計情報部「医師・解i医師 , 薬剤師調査」(平成16年)より作成
事者は256,668人であった。 医師数も医療施設従事者も, 増加していることがわかる。 1998̃
2004年の調査では, 前回調査と比べて約6,000̃7,000人增加しており, 毎年3,000̃4,000人程度
増加していると考えられる。
図3 人口10万対医師数の推移 (各年12月31日現在)
人
250
50
人
小児科医 ・ 産婦人科医 ・ 産科医をとりまく話間理
國 2 医師数(各年12月31日現在)
1的0年 1994年 1996年 1998年 2000年 2002年 2004年
資料:厚生労働省大li'911li続計情報部「医師 ・ 歯科医師・薬剤師調査」(平成l6年 ) よ り 作 成
図 3 は ,  人 ロ10万人当たりの医師数の推移を示したものである。 図3でも医師数が増加してい
る こ と が わ か る 。  また, 2004年では211.7人となっており, 2000年以降は200人を超えている。 厚
生労働省は, 欧米諸国でも人口10万人当たりのti1,.師数がおおむね200人を超える時点で医師過剰
に対 き一 る 取 り 組みが 開 始 さ れ て い る こ と か ら, 1998年の「医師の需給に関する検討会」報告書な
どで医師過剰にたいする何らかの対策が必要であるとの考え方に立 つ ている 一1 。 実は1980年代
にはすでに, 将来の医師過剰が議論されており 6 ) , 医師数そのものは, 医 師 不 足 と い う よ り む
5 )  厚生労働省編『厚生労働白1時』 (平成l9年版), ぎょうせぃ,  2007年, 126ペー ジ。
6 )  将来の医師受給に関する検lli委員会 「将来の医師受給に関する検討委員会最終意見」, l986年など。
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しろ医師過剩ぎみであると言える。
図 4  男女比(2004年12月31日現在)
(1'l 10ll 20l 3C1l 4l1'l 50l l  6 l '10l. 8l1l 90、 、0tlil
資料:厚生労働省大臣官房統計情報部「医師 - 歯科医師 ・ 薬剤師調査」(平成16年)より作成
図4は,  2004年における医師の男女比を示したものである。 近年, 女性の医師国家試験合格者
は30%を超えているが 7 ) , 構成比としては, 医師全体でも医療施設従事者でも20%に満たない。
図5 年齢構成(2004年12月31日現在)
%
0
0
0
0
0
0
0
0
5
0
5
0
5
0
3
2
2
1
1
29歳以下 30̃39 40̃49 50̃59 60̃69 70歳以上
資料:厚生労働省大臣官房統計情報部「医師・ 歯科医師 ・ 薬剤師調査」(平成16年)より作成
図5は,2004年における医師の年齢構成を表したものである。医師全体も医療施設従事者もほ
ぼ同じ年齢構成となっている。 このような年齢構成であることは, その背景に医師養成の仕組み
や方針の変化などが考えられるが, ここでは30代と40代の医師が多いこと, 70歳以上の医師が60
代 よ り も 若 干 多 い こ と を 指 摘 す る に と ど め て お く 。
7 )  2007年2月17̃19日に実施された第101回医師国家試験では, 女性の合格者が33.4%を占めている。 (医学
書院「週間医学新聞」第2731号, 2007年5月14日,http://www . igaku-shoin.co.jp/nwsppr/n2007dir/n
273ldir/n2731 01.htm,最終検索日2007年12月5日)
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図6 都道府県別人口10万人当たりの医師数 (2004年12月31日現在)
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資料:厚生労働省大臣官1lll1統計情報部「医師 ・ 歯科医師 ・ 薬剤師調査」(平成16年)より作成
図 6 は ,  都道府県別に人口10万人当たりの医師数を示したものである。 全国平均は前述のよう
に21 l . 7人である。図6からは,部道府県によってかなり医師数に差があることがわかる。最少
の埼玉県(134.2人)は,最多の徳島県(282.4人)の半数以下となっている。東日本には全国平
均を下回る県が多く, 東北6県もすべて全国平均を下回つている (青森県173.7人, 岩手県179 , 1
人,宮城県20l.0人,秋田県193.2人,山形県198.8人,福島県178.1人)。
( 3 )  宮城県における医師の動向
図7 宮城県内の医師数(各年12月31日現在)
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資料:宮域県保健福祉部「衛生統計年報」 (平成17年) よ り 作 成
図 7 は ,  宮城県内の医師数の推移を示したものである。 2004年の宮城県内の医師数は4,765人
で, うち医療施設従事者が4,457人である。 宮城県においても医師数は増加していることがわか
る 。
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図 8 人ロ10万対医師数の推移 (従業地:宮城県) (各年12月31日現在)
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資料:宮城県保健福祉部「南生統計年報1(平成17年)より作成
図8は宮城県における人ロ10万人当たりの医師数を示したものである。 この国からも医師数
が一資して增加していることがわかる。
図9 保健所(従業地) 別医師 (2004年12月31日現在)
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資科:宮城県保健福祉部「術生続計年報」(平成17年)より作成
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図 9 は ,  医師の従業地を保健所で区分し 81 , 従業地ごとの医師数を示したものである。 仙台
市内のみ割合を表示している。 図7からは, 宮城県内o)1最師が仙台市に集中していることがわか
る。39.2%が集中する f山台市青葉区のほか,仙台市に65.8% (3,134人)が集中している。
8 )  f l1」台市以外の市町村は, 以下のよぅに区分される。
石1l1ll保 建 所 : 石 巻 市 , 河 北 町 , 矢 本 町. 雄 勝 町 , 河 薄 町 , tlt生 町 , 鳴 顯 町 , 北 上 町, 女川町
塩 ifi保 建 所 ( 本 所 ) : 塩電市, 多 賀 城 市 , 松 島 町 ,  l::: , r 浜町,利府町
(岩沼支所):名取市 . 岩13市 . 直理町 . ltl元町
(果川支所):大和町 . 大 郷 町 , 常 谷 uJ , 大 街 村
大崎保健所 - 古 川 市 , 色 麻 町 , 加 美 町 , 松 l l1町, 三本木町,鹿島台町,岩出山町,lE3子町,
町 , 小 牛 田 町 , 南 郷 町/'
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図10 保健所(従業地)別人ロ10万人当たりの医師数(2004年12月31日現在)
国10は, 従業地ごとの人口10万人当たりの医師数と, 宮城県と仙台市の人ロ 10フ;フ人当たりの医
師数を示したものである。 宮城県の医師数は前述のように, 全国 (211.7人) を下回る20l.0人で
ある。 しかし, 仙台市は305.5人と全国平均を大きく上回つ ている。仙台市内を見てみると, 青
葉区が65l1).8人と実出しており, 宮城野区が252 . l 人 と 続 く 。 全国平均を上回るのはこの2区のみ
で,若林区(199 . 8人) ,太白区(139 , 9 人 ) , 泉 区 ( 1 1 4 .4人)は200人を下回つ て い る 。 ま た , 仙
台市以外では大崎の136.8人がもっとも多く 9 1 , いずれもl50人を下回っ ている。 宮城県内の医
師が仙台市, とくに青薬区に集中していることが. 図10からも読み取れる。
2 . 小児科医 ・ 産婦人科医 ・ 産科医の現状
ここからは,小児科医 - 産婦人科医・ 産科医に 性1点をあてていきたい。医療施設従事者のうち
主たる診療科を小児科 ・ 産婦人科 ・ 産科とする医師にっいて取り上げる。主たる診類科とは,複
数 の 診 解'十に従事している場合の主として従事する診療科, もしくは,  1診療科のみに従事して
いる場合のat1,療科のことである。内-科や外科とも比較しなが ら , 小 児 科 , 産 婦 人 科 , 産 科 の 動 向
をつかみ, 医師数の推移や地域偏在の状況を取りあげながら医師不足の実態を明らかにしていき
たい。
、. 気仙ifコ保健所:気 ・ll1l111i市,志津川用J . 本吉町 . 唐 桑 町 , 歌 津 町
仙南保陸所:自石l li, 角 田 市 , 設1:1町, 七 ,r 宿町,大河原町, 村m町 , 柴 田 町 , 川 崎 町 , 丸 森 町
東 原 保 健 所 : 築 館 町 , 若 柳 町 , 薬 駒 l 町 , 高 清 水 町 , 一 追 町 , 顧i1llm「,篇沢町 . 金成町, 志波姫町 . 花山村
ff来保随所 .迫 町 , 登 米 町, 東 和 町 , 中 田 町 , 出_里町 , 米山町 . 石越町,商方町 , 津山町
9 )  」整i置保健所の岩 :1l., 一支所はi37.5人で . 大崎保健所を上回る。 塩'l組保健所全体ではl17.3人となる。
- l ' l l i -
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(1)診療科別に見た医師の動向
図11 診療科別の構成比(2004年12月31日現在)
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資料:厚生労働省大臣官房統計情報部 「医師・歯科医師・薬剤師調査」 1平成I(i年) よ り 作 成
図11は, 主たる診療科別に見た医師の割合を示したものである。 国11より,  内科が28.7% (73,
670人) ともっとも大きな割合を占め,次いで外科が9 . l% (23,240人) と な っ て い る こ と が わ か
る。小児科は5.7% (14,677人),産婦人科は4.0% (10,163人), 産科は0.2% (43l人) と な っ て
いる。 産科は非常に小さな割合となっているが, 小児科と産婦人科にっいては, 小さい割合であ
るものの極端に小さいというゎけではない。 なぉ, 産科が少数のため, 以下では産婦人科と産科
を 合 計 し て 扱 う こ と と す る 。
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図12 診療科別男女比 (2004年12月31日現在)
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資料:厚生労働省大臣官房統計情報部「医師・出科l11li師・薬剤自1 i調査l (平成l l l年 )より作成
図10は, 診療科ごとの男女比を示したものである。 医師全体と比較しても . 内科や外科と比較
しても, 小児科,産婦人科 ・ 産科はいずれも女性医師の割合が高いことがi)かる。
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資 料 : 厚 生,労 l動1l1l大臣宮1ii統計情報部「医師・歯科医師 - 装剤師調査」(平成16年)より作成
図13は診療科別に年齢構成を示したものである。全体像としては, どの診療科も総数と同じ様
な形である。 産婦人科 ・ 産科にっいては, 内科同様に70歳以上の医師の割合が高いという特徴が
あ る 。 ま た , 30代 ・ 40代 ・ 50代の割合が他の診療科に比ぺると低く, この三つの世代の割合には
大きな差はない。こ の点は小児科も同様である。小児科は29歳以下の割合が高めであるが,産科 ・
産婦人科は低めである。小児科は比較的若い医師が多<,産科 ・ 産婦人科は60代以上の医師が比
較的多いと考えられる。
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図13 診療科別 - 年齢構成 (2004年12月31日現在)
図14 診療科別従事する施設の種類 (2004年12月31日現在)
病院
47.2
l 1 l l l
78.1 l
1 l 1 l 1 l l 1
7.2
:57.4
01l 10% 20% 30lt 40ll 50lt 60ll, 70ll 80% '90t 10的
資 料 : 厚 生 労 働'省大臣官一ili統,i l・ 情 報 部 「 医 師 ・ 歯 科 医 師 ・ 業 剤 師 調 査 1 { 平 成 l 6 年 ) よ り 作 成
図14は, 診療科別に病院に動務する医師 (病院動務医) と診療所に動務する医師 (開業医) の
割合を示したものである。 医師全体と比較した場合, 内科の開業医の割合の高さと, 外科の病院
勤務医の 111l始の高さが際だっている。 産婦人科 - 産科と小児科は, 医師全体と同様に病院勤務医
の割合が高い。 しかし, 病院動務医の割合は相対的に低めである。
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( 2 ) 小 児 科 医 ・ 産婦人科医 ・ 産科医の推移
図15 診療科別 ・ 医療施設に従事する医師数(各年12月31日現在)
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資料:厚生労働省大臣官房統計情報部「医師・ 歯 科医師 ・薬辞1師調査」 (平成16年) ょ り 作 成
国15は, 医療施設に従事する医師のうt) , 主たる診療科を小児科 ・ 産婦人科 ・ 産科とする医師
数を示したものである。医師不足の代表のように思われる小児科 ・ 産婦人科 ・ 産科であるが, 小
児科医は実は增加していることがわかる。 一方の産婦人科 ・ 産科では減少傾向にあり, 小児科と
の差が開き続けている。 産婦人科 ・ 産科では医師数の滅少が医師不足を招いていると考えられる
が, 小児科にっいてはなぜ医師不足になるのか。 さらに医師数の変化を医療施設別に見ていこう。
図16 診療科別 ・ 医療施設別 ・ 医師数の推移(各年12月31日現在)
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資料:厚生労働省大臣官房続計情報部「医lill ・ 曲 科 医 師 ・ 薬剤師調査」(平成I6年)より作成
国 t6は, 病院と診療所別に, 主たる診療科を小児許 ・ 産婦人科 ・ 産科とする医師数の增滅 (対
前回調査)を示したものである。小児科では病院,診療所とも医師が増加していたが,2004年に
病院で医師が減少した。 産婦人科 ・ 産科では1998年の病院を除いて医師数が減少している。 とは
いえ,減少幅が大きいのも病院で, と<に,2004年では386人と大きく減少している。小児科,
産婦人科 ・ 産科とも近年では病院での医師数の減少が共通してみられることから, これらの診療
科における医師不足とは主として病院で起きている現象, ないし深表l tになっている現象であると
考えられる。これをさらに詳しく見るため,2002年から2004年の変化に着目したい。
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図17 2002年から2004年にかけての病院 ・ 診療所 ・ 男女別医師数の增減
資料:厚生労働省大臣官房統計情報部「医師 ・ 歯科医師・薬剤師調査」 (平成16年) より作成
図17は, 2002年から2004年にかけて, 主たる診療科を小児科 ・ 産婦人科 ・ 産科とする医療施設
別の医師数の変化を男女別に示したものである。 図17から, 医師数の減少はすべて男性医師に起
こっていることがわかる。前述の通り,小児科 ・ 産婦人科 ・ 産科には比較的女性医師が多いもの
の,それでも約70̃80%が男性医師である。男性医師の減少が小児科 ・ 産婦人科 ・ 産科の動向に
大きな影響を与えることは確実であろう。
小児科にっいては, 病院の男性医師のみが減少している。 診療所の男性医師は增えていることから,
病院の勤務医から診療所の開業医になっていった男性医師が相当数いるものと考えられる。 産婦人
科 ・ 産科にっいては, 病院でも診療所でも男性医師が減少している。 病院の男性動務医の減少がとく
に大きく,産婦人科医・産科医不足はこれに起因する場合が多いと考えられる。また,小児科とは違
い,診療所の男性医師も減少していることから,産婦人科 ・ 産科にかんしては,病院を去つた動務医
による診療所の開業はそれほど多くないと考えられる。 むしろ, 産婦人科 ・ 産科では高齢の医師の割
合が比較的高かったことから, 診療所が廃業していくケースが相当数あると考えられる。
( 3 )  小児科医 ・ 産科医 ・ 産婦人科医の地域偏在
図18 都道府県別 ・ 15歳未満人口 1万人当たりの小児科医(2004年)
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資料:厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成デー タ (平成19年版厚生労働白11i) ょり作成
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図18は, 15歳未満人口 1 万人当たりの小児科医数を都道府県別に示したものである。 全国値は
8.2人で, 小児科に っいても都道府県によって医師数にかなり差があることがわかる。 も っ と も
少 な い 茨 城 県 ( 5 . 8 人 ) は も っ と も 多 い 東 京 都 ( 1 2 .4人)の半数以下である。また,東日本では
全国値を下回る県が多く, 医師全体の地域偏在と同様の傾向を見せている。 東北6県では, 秋田
県(9.1人)のみが全国値を上回る。
図19 都道府県別 ・ 出生千人当たりの産婦人科医 ・ 産科医(2004年)
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資料:厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成データ(平成19年版厚生労働白111 ) よ り 作 成
図19は, 出生千人当たりの産婦人科医 ・ 産科医の数を都道府県別に示したものである。全国値はl1).
5人で, 産婦人科医 ・ 産科医にっいても, 都道府県によって医師数にかなり差があることがわかる。
もっとも少ない埼玉県(6.9人)は,  もっとも多い徳島県(14.9人)の半数以下となっている。この
データは出生数にも左右されるが, 産婦人科医 ・ 産科医にっいても, 全国値を下回る県は東日本に多
い。東北6県では,宮城県(10 .4人) ,秋田県(12 .1人) ,山形県(10 .7人)が全国値を上回つ ている。
さ ら に ,  宮城県を例に, 都道府県内の小児科 ・ 産婦人科 ・ 産科の医師数に っいて見ていこう。
図20 診療科別の構成比(宮城県)(2004年12月31日現在)
12
産科
0.3ll・
産婦人科
4.4oo
資料:厚生労働省大臣官房統計情報部「医師 - 歯科医師 ・ 薬剤師調査」 (平成16年) よ り 作 成
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図20は宮城県内を従事地とする医師の診療科別の構成比を示したものである。 全国と同様に内
科がもっとも大きな割合を占め,外科がそれに続いている。小児科 ・ 産婦人科 ・ 産科も全国とほ
ぼ同様の割合となっている。 この小児科医, 産婦人科医 ・ 産科医が宮城県内でどのように従事し
ているのであろうか。
図21 宮城県内の小児科医 , 産科医 ・ 産婦人科医(2004年12月31日現在)
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資料;厚生労働省大臣官 一1ii統計情報部「医師・ 歯科医lil i ・ 薬剤師調査」(平成16年)より作成
図21は, 宮城県内の小児科, 産婦人科 , 産科の医師数を, 仙台市と仙台市以外の市町村とに分
けて示したものである。 小児科医は236人のうち163人 (69.1% ) ,  産婦人科医 ・ 産科医は210人の
うち146人(69.5% )が仙台市を従業地としている。小児科医も産婦人科医 ・ 産科医も仙台市に
約70%が集中しているこ とがわかる。 前述のように, 医師全体では65.8%が仙台市に集中してい
たから,小児科,産婦人科 ・ 産科はさらに医師が偏在していることになる。
図22 宮城県における小児科医 ・ 産婦人科医 ・ 産科医(2004年)
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資 料 ・ 厚生労働省大臣官房統計情報部「医師 - 歯科展師 ・ 薬剤師調査」(平成16年1 , 宮 域 県 「 平 成 l 6 年 人ロ動態総
覧」, 宮 域 県 「推計人ロ年報(平成16年10月1日現在)」より作成
図22は, 宮城県内の15歳未満人ロ 1万対小児科医数と, 出生千人対産婦人科医 ・ 産科医数を,
仙台市と仙台市以外の市町村とに分けて示したものである。 小児科の医師数では, 宮城県は全国
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値 (8.2人) を下回つていたが, 仙台市は11.4人と全国値を上回つ ている。 その分, 仙台市以外
の市町村では3.8人と, 全国値を大きく下回つ ている。仙台市は仙台市以外の市町村の3倍にな
っており, 宮城県内では小児科医がかなり偏在していることがわかる。
産婦人科・産科にっいても,仙台市が15 .6人と,全国値(9 . 5人)を大きく上回り,仙台市以
外の市町村が5.9人となっている。 仙台市は仙台市以外の市町村の2.6倍であり, 産婦人科医 ・ 産
科医もかなり偏在していることがわかる。
3. 小児科医 ・ 産婦人科医 ・ 産科医をとりまく諸問題
ここでは,小児科医 ・ 産婦人科医 - 産科医のおかれた状況を整理し,具体的にどのような問題
が起きているのかを見ていく。
( 1 )  小児科医 ・ 産婦人科医・産科医のおかれた状況
小児科医・産婦人科医 ・ 産科医に共通しているのは, 地域偏在と病院動務医の減少であった。
そのことから考えられるのは,各地に 「一人ないし少数で頑張る病院勤務医」が存在することで
ある。
小児科・産婦人科・産科は,医師の負担が比較的大きい診療科であろう。救急体制の整備や,
分娩は躍日も時間も関係ないことなどから動務時間が長くなり, 医師の負担が重くなると考えら
れる。そのため,小児科医・産婦人科医 ・ 産科医,とくに入院患者がいるなどの理由で休みの取
りづらい病院動務医が負担に耐えられず, 医師をやめたり, 病院を辞めて診療所を開業したりす
るのであろう。
前述の2004年から導入された臨床研修制度が各地の医師不足に拍車をかけたことも指摘されて
いる。図1で見たように, スーパーローテート方式の臨床研修制度により,大学病院ではなく臨
床研修病院,とくに施設の整つた都市部の臨床研修病院に在籍する研修医が增えた。そのため,
大学病院で医師不足となり, 大学は各地の関連病院に派造していた医師を引き上げたのである。
また, 産婦人科 ・ 産科については,分娩時の医療事故は過失の有無の判断が困難な場合も多く,
裁判で争われるような紛争につながる案件が多いという lo ) 。 こ の こ と も ,  医師が敬遠する要因
になっていると考えられる。
そうして小児科医 ・ 産婦人科医 ・ 産科医が減少したことは,医師の負担をさらに重くする。小
児科 - 産婦人科 ・ 産科の残つた病院に患者が集中するためで,小児科 ・ 産婦人科 ・ 産科の病院動
務医の労働状況はますます過酷になっていく。 医師は過重労働となり, 場合によっては過労死や
過労自殺などの労働災害へ と っながっていく。 またそのような労働状況では当然集中力を維持す
ることは困難で, ミ ス や, 場合によっては医療事故の発生へ もっながりかねない。そして, その
ような状況はさらに小児科医 - 産婦人科医 ・ 産科医を減少させる。小児科 ・ 産婦人科 ・ 産科では,
医師の減少, 過酷な労働, リ ス クの高まりが絡み合いながら進行しているのである。
10)厚生労働省編前掲(2007年), l32ページ。
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( 2 )  訴訟リスクの高まり
前述のように,産婦人科・産科は訴訟リスクの高い診療科であると言われる。 こ こ で は , 単 な
る訴訟にとどまらず, 刑事事件に発展したケースを紹介したい。
2006年2月, 福島県双葉郡大館町にある福島県立大野病院に動務していた産婦人科医加藤克彦
氏が逮捕された。 業務上過失致死罪と医師法違反 l l ) の容疑である。
日本医師会によると I2) , 2004年12月に, 前置胎盤のため帝王切開により出産した経産婦が死
亡した。 執刀医であった加藤氏は癒着胎盤を認めたため癒着剥離を試みたが, 大量出血を起こし
たので子宮摘出をおこなった。 しかし最終的に, 母体死亡に至つた。 この件については, 県立大
野病院・医療事故調査委員会が執刀医は有責であるという報告書を公表し, 福島県は遺族に謝罪,
加藤氏に懲戒処分(減給)をおこなっていた。
しかし, 加藤氏の逮捕にたいして医師からの抗議声明が数多く表明されている13) 。 たとえば,
前置胎盤や癒着胎盤は頻度の低い症例であり, 執刀医に過失は存在しなかったという声明であ
る14) 。また,同病院は過疎地域の中核的な総合病院であり,産婦人科医一人で分娩 ・ 手術を行
わなくてはならなかった。そのため, 同様に一人しか産婦人科医のいない病院からの医師の引き
上げを検討する大学もでてきており, 地域医療への影響も懸念されている。
( 3 )  過重労働による労働災害
ここでは, 小児科 ・ 産婦人科・産科の病院動務医の過酷な労働状況を示す事例を取り上げたい。
2007年3月, 東京地裁は束京都中野区にある立正使成会附属佼成病院に動務していた小児科医
中原利郎氏の自殺を労災と認めた15) 。 中原氏は1999年2月に小児科部長代行に就任後, 常動医
の減少を補うため月に8回宿直動務をしたり, 出動が月に29日に達したりしていた。精神的に不
安定となり,  同年8月, 同病院の屋上から飛び降り自殺した。
また,最近では,2003年に死亡した小児科医にっいて,労災が認定されている。医師は,2002
年10月から2003年9月まで北海道の公立病院に動務し, 同年10月に民間病院に移つて6日日に心
原性ショツクにより死亡した。医師は小児科外来のほかに救急外来も担当し, 月3回の当直動務
11)医師法第二十一条の違反である。「医師は,死体又はai娠四月以上の死産児を検案して異状があると認めた
ときは, 24時間以内に所i書番察署に届け出なければならない。」
12) 日本医師会常任理事藤村伸 「福島県立大野病院の医療事故に関わる産婦人科医の逮捕・拘留事件にっいて」
2006年3月24日. 日本医師会ホームページ「福島県立大野病院の医療事故間題にっいて」 よ り 。
http://www.med.or.jp/nichikara/fseimei/index.html(最終検索日2007年12月9日)
l3)  たとえば, 前掲の日本医師会のホームページでも多数の抗識や要望が紹介されている。。
l4)茨城県産婦人科医師会 ・ 日本産婦人科学会茨城地方部会・茨城県医師会の声明(2006年3月10日)による
と, 前置胎盤は全分娩の0.5% , 癒着胎盤をともなう前置胎盤は0.l%未満, 子宮全摘出が必要な癒着胎盤
は0.o1 % と い う 。
15) 新宿労働基準監督署は 「 う っ病と業務に因果関係はない。 性格や生活習個病などが原因で発病した」 とし ,
労災と認めなかった。 東京地裁はこの処分を取り消し, 労災と認めた。 独立行政法人労働政策研究 ・ 研修
機 構 「 メ ールマガジン労働情報」No.323, 2007年3月l6日。 ただし, 中原氏の自殺にたいする損害賠做請
求は, 「業務が原因でうっ病を発症する危険がある状態だったとはいえない」 として,  3月29日に乗却され
た。同メ ールマガジンNo.326,2007年3月30日
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があった。 死亡する前の1年間の時間外労働は毎月l00時間を超えていたという l6 ) 。
2007年11月l7日に,過労死110番全国ネットワークは「医師・看護師・教師過労死・過労自殺
1l0番」全国一斉電話相談をおこなった17) 。医師 ・ 看護師・教師の相談は68件あり,その内容は
労災補彼32件(うち死亡12件),予防 ・ 働き過ぎ25件,その他11件であった。医師の具体的な相
談内容を見ると,「過労が原因でう っ病発症,通院中。宿直も月に10回。(40代男性,公立病院)」
という産婦人科医の相談が紹介されている。 このほかにも, 「公立病院医師。 過酷な業務内容で,
賃金も不払い。また,0A化で業務環境が急変した。」「民間病医麻酔科医師。 1 ヶ 月 に 9 回 , 夕
方5時̃翌朝7時までの宿直あり, しばしば宿直後翌日そのまま動務している。 宿直手当も少な
い (20代男性)」 という医師からの相談があり, 医師とくに病院動務医の過酷な労働環境がうか
がわれる。
4 .  医師確保のための取り組み
以上見てきたような状況にたいして,
るのであろうか。
医師確保のためにどのような取り組みがおこなわれてい
( 1 )  緊急臨時的医師派通システム
前述のように, 厚生労働省では医師過剰を招かないよう1980年代から議論してきた。 近年でも,
新たに医師なる人を抑制することを目的として, 医学部の入学者数の削減などが実施されてい
る l 3 ) o
しかし, 近年では医療をとりまく環境が急速に変化していると, 厚生労働省は認識している19,。
すなわち, 1)医療の高度化が進み,以前のように一人の医師が様々な分野 ・ 領域を担当するこ
とが困難になってきたこと, 2 )  女性医師の增加や, 男女を間わず仕事と家庭の両立を希望する
医師の增加など, 医師全体の働き方にたいする意識が多様化し っっあ る こ と ,  3 ) 休 日 - 夜間の
診療を希望する患者の增加や, 大病院や専門医を志向する患者の增加など, 患者の意識も多様化
しっつあること, 4 ) イ ン フ ォ ームド - コンセントの普及・充実や,近年の医療の安全に対する
取り組みの強化などにより動務医の負担が増加している可能性もあると考えられること, である。
こうした情勢を踏まえ, 現在では医師確保のための取り組みがおこなわれている。 たとえば,
厚生労働省,総務省,文部科学省は2006年8月に「新医師確保総合政策」を策定し,2007年5月
には政府 ・ 与党が「緊急医師確保対策について」を取りまとめた。「緊急医師確保対策にっいて」
を踏まえて, 厚生労働省は緊急臨時的医師派造システムを実施することにした。
l6) 独立行政法人労働政策研究・研修機構前掲, No.318, 2007年2月28日
l7)過労死110番全国ネットワー クのホームペー ジ よ り。 集計結果は,http:/ karoshi.jp/syukei -3.htm1(最終検
索日2007年12月9日)
l8) 医学部の入学定員は, 最多であった1984年の8,280人から2004年には7,625人と, 7.9%削減された。 厚生労
働省編前掲(2007年), 9ページ。
l9)厚生労働省編前掲(2007年),126̃127ページ。
l 6 - 2 0 0 -
小児科医・産婦人科医・産科医をとりまく諸間題
緊急臨時的医師派造システムは,医師不足が深刻な地域における医療の確保を目的とするもの
で あ る 。 た だ し , あ く ま で 「緊急」で「臨時」であり,医師不足が長期間続いている地域に対応
するものではない。 そのことがよく表れているのか派遺要請の要件で, 医療機関にかんしては,
過去6 ヶ月以内に医師数が減少し休診を余儀なくされた診療科があること, または, 今後6 ヶ月
以内に医師数が減少することが確実であり休診を余儀なくされる診療科があることをあげている。
派遺期間も, 原則として6 ヶ月以内とされている2o)。
2007年l0月, 厚生労働省は北海道と和歌山県の3病院に医師l人ずつを派造することを発表し
た。同年6月発表の第1陣と合わせ,医師派遺の実續は5ヶ月で10人にとどまる。日赤,済生会
など全国網をもっ病院組織も 「自分たちも医師不足」 と派遺に難色を示すなどしているという2')。
(2)医療関係者の確保と資質の向上を図るための施策
緊急臨時的医師派造システムのほか, 厚生労働白書が取り上げる 「医療関係者の確保と資質の
向上を図るための施策」として,以下の取り組みがあげられる。 すなわち, 1)都道府県の実情
に応じた医師確保対策にかかわる具体的取り組みの推進, 2)病院動務医の負担の緩和, 3 ) 女
性医師が働きやすい環境づくり, 4)医療リスクにたいする支援体制の整備, 5)総合的な診療
に対応できる医師の養成 ・ 確保, 6)医療関係者の資質の向上,である22) 。 こ こ か ら , 小 児 科 ,
産婦人科,産科にとくに関連するものとして,医療機能の分化 ・ 連携の推進を取り上げたい。
医療機能の分化 ・ 連携の推進は, 病院動務医の負担を緩和し, 医師などの確保につなげようと
するものである。小児科医にっいては,休日・夜間の診療や急患が病院動務医の負担增の主な要
因であるとする。また,産科については,動務医の退職後に後任の医師を確保できない病院,高
齢などの理由で分娩を扱えない診療所などの增加により, 分娩を扱う病院に妊婦が集中すること
で病院勤務医に負担が集中することを指摘している。
そこで, 開業医の協力も含めた医療機関の連携を対策としてあげている。 「新医師確保総合対
策」にある,小児科・産科をはじめ急性期の医療をチームで担う拠点病院づくり23) などを踏ま
え,集約化 - 重点化の一層の推進を取り上げている。図23はその連携(集約化・重点化)のイメ ー
ジである。
20) 厚生労働省医制局長通知 「緊急臨時的医師派通システムの実施について」 2007年7月20日
21) 朝日新聞2007年10月30日。
22)厚生労働省編前掲(2007年),l26̃134ページ。
23)地域医療に関する関係省庁連絡会識「新医師確保総合対策」,2006年8月3l日, 1ページ。
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図23 産科 ・ 小児科の医療資源の重点的かつ効率的な配置(集約化・重点化)のイメ ージ
小
児
科
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・
建
科
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の
真
a
出典:厚生労働省編『厚生労働白i!;』(平成19年版), ぎょうせい, 2007年, 131ページ
( 3 )  宮城県仙台市における周産期セミオープンシステム
医療機能の分化・連携の具体例として, 宮城県仙台市を中心におこなわれている周産期セミ
オープンシステム(以下,「セミオープンシステム」)を取り上げたい。
1 ) セ ミ オープンシステムの仕組み
セ ミ オ ープンシステムは, 「妊婦健診は通院が便利な診療所で, お産は設備が整つた分娩施設
で」をコンセプトに,産婦人科医 ・ 産科医が連携するシステムである。仙台市内の6病院が分娩
施設となり,  仙台市とその近郊にある50の診療所や病院が検診施設24) となる。 2005年度から3
年間の国の補助を受ける 「周産期医療施設オープン化モデル事業」 に仙台赤十字病院が指定され
たことを踏まえ,2005年12月にスタ ー トした。
図24はセミオープンシステムの流れを示したものである。 妊婦検診は基本的に検診施設でおこ
ない, 出産を分娩施設でおこなう。出産直前に分娩施設へ引き継ぐのではなく, 分娩施設でも検
診をおこなう。分娩施設では,妊娠初期にカルテ作成・分娩予約をするための1回,妊娠20週ご
ろのl回,妊娠34週以降出産までのすべての健診をおこなう。また,休日・夜間などの救急対応
にっいては, 分娩を予約した分娩施設で必ず対応することとしている。
セ ミ オ ープンシステムでは, 検診施設と分娩施設で妊婦にかんする情報を共有するために 「共
24) 検診施設の数, 所在地, 病 院 ・ 診 療 所 の 別 に っいては . 東北大学医学部のホームページを参照した。
http;//www.ob-gy.med.tohoku.ac.jp/patient/open/open04.html(最終関覧2007年12月9日)
8
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通診療ノー ト」を利用している。このノー トには健診結果が記載され,写真が貼布されている。
妊婦がこのノー トを母子手帳とともに持つことで, 検診施設と分娩施設との間で情報を共有する
仕組みである。 これにより,  救急対応時にも速やかな受入れができるようになっている。
検診施設
図24 セミオープンシステムの流れ
分娩施設に紹介
0 分娩施般
分娩予約
検診施設に紹介
20週
妊婦検診
34週以降
燈1歸l検診
分娩
資料:東北大学医学都ホームページを参考に作成
http://www.ob-gy.med.tohoku.ac.jp/patient/open/open02.html(最終検索日2007年l2月9日)
2 )  分娩施設の産婦人科医の声
2007年10月に大場亮太らがおこなったヒアリング調査25) から, セ ミ オーブンシステムに参加
する医師の声を紹介したい。 この調査では, 分娩施設の産婦人科に20年以上動務されている医師
(以下,「A病院」の「B医師」)にヒアリングをおこなった。
セ ミ オ ープンシステムを導入したきっかけについては, 医師の負担を減らすために導入したと
い う よ り も 「やらさるをえない状況であった」 とのことであった。産婦人科が病院から扱われな
くなり始め,また分娩を行えない産婦人科(診療所)もあったため,A病院の扱う分娩の数が增
え た。 外来の数が変わらず, 分娩の数が增えたのでは負担が增えてしまう。 そこで, 外来の数を
減らすため, セ ミ オ ープンシステムを導入したという。 A病院では原則的にセミオープンシステ
ムを利用するようにしており, 紹介する病院のリストアップもおこなっている。
セ ミ オープンシステム導入後は, A病院での外来の数は減つたとのことである。ただし, 分娩
の数が増え続けているため, 負担が減つたとは言えない状況であるという。 しかし, 患者一人の
対応時間が長くなり, 今までよりも細かなところまで行き届くようになった。導入してよかった
とのことであった。
25)東北学院大学経済学部3年生(当時)の大場売太(代表), 猪又拓海, 小野智史, 金澤仁美,嫌田佳世, 管
原春樹, 高山場介, 野呂田彩子,平野圭吾がおこなったヒアリング調査である。2007年ll月l7̃18日にお
こなわれた労働・社会政策合同ゼミでの研究報告のため, 2007年10月下旬に周産期セミオープンシステム
の関係者の方々などを対象にヒアリング調査をおこなった。
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また, ヒアリング調査では, 医師不足やいわゆる 「飛び込み出産」 に っいてもB医師の見解を
うかがっている。医師不足については,対策としては医師の増加をあげていた。それと同時に,
病院内で方針を同じくして協力し合い能率を上げることが重要であるとのことであった。 また,
臨床研修制度の導入と高齢医師の辞職が医師不足に拍車をかけたと考えられるため, 研修を終え
た医師が現場に携わるようになれば医師不足が解決していく可能性があるとの見解であった。
検診を受けずに分娩のときに初めて医療機関にかかるいわゆる 「飛び込み出産」 は, A病院で
も16件(2006年)あったという。そのような場合は,妊婦の状況がわからず,また,早産で子ど
もが小さすぎて診られない場合もあるため, 検診を受けてほしいとのことであった。 「飛び込み
出産」は「たらい回し」の一因となるだけではなく,  対応する医師にとっても非常に難しいケー
スであることがうかがわれた。
3 )  利用者の声
前出の調査では, セ ミ オープンシステムを実際に利用して出産した女性 (以下「Cさん」) へ
のヒアリングもおこなっている。
Cさんは2007年9月にセミオープンシステムを利用して分娩施設 (以下, 「D病院」) で出産し
た。家の近くのかかりっけの診療所(以下,「E診療所」)に分娩施設がなかったため,E診療所
の医師からセミオープンシステムを紹介されたという。 この際, 詳しい説明があったわけではな
かったが, 以前通院していたD病院でセミオープンシステムにっいて書かれた貼り紙を見て, セ
ミ オープンシステムの内容を知つ ていたとのことであった。
Cさんは, セ ミ オープンシステムはとてもよい仕組みだと感じたようであった。 妊婦にとって
検診に通うのは大変であり, しかも病院は待ち時間が長くなりがちであったので, 通いやすく,
すく'に診察してもらえるE診療所は便利であったという。 そして何より, 普段通つ て い る と い う
安心感があったとのことである。
また, E診療所とD病院との引き継ぎに関しても, 不便なことやトラプルは生じなかったとい
う 。  母子手帳とは別に渡される共通診療ノー トに双方の医師の検診結果や間題などが記入されて
いる。 そのため何かトラブルがあったときに分娩施設に突然行つても, 検査を初めから行う必要
がないという仕組みになっていたという。
しかし, Cさんの知人にセミオープンシステムを利用している人は多くなかったという。 加盟
していない診療所も多いように感じたという。 Cさんは, 知人が妊娠した際にはセミオープンシ
ステムをi配めたい, Cさん自身がまた出産する機会があるときにもセミオープンシステムを利用
したいとのことであった。 Cさんの自宅からD病院までは高速道路を使つ て20分弱かかるが, 交
通費や距離以上に, 何かトラプルがあったときにも対応できるD病院が連携していることが安心
で あ っ た か ら だ と い う 。
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5.  小児科医・産婦人科医 ・ 産科医をとりまく状況から見えてくるもの
ここでは, これまで見てきたことを整理しながら, 日本の医療供給体制について考えていきた
いo
日本では, 近年でも医師数自体は增加し続けており, 人口10万対で見ればむしろ過剰気味です
らあると認識されている。 しかし, 医師数は地域によって差がある。 人口10万対で見てもかなり
医師数にばらっきがあり,  人口に合わせた偏在にはなっていない。 そのため, 地域によっては医
師不足が起きていると考えられる。宮城県のように, 県内においても都市部に医師が集中してい
るのであれば, 都道府県レぺルでは十分に医師がいるように見える自治体であっても, 地域によ
って医師不足が生じている可能性がある。
また, 診療科によって医師数が異なることも医師不足を生じさせている。 もちろん, すぺての
診療科に同数の医師が必要とは思わないが, 診療科によって異なる增減が見られることから, 特
定の診療科で医師不足が起きていることが考えられる。 産婦人科 ・ 産科は医師数の減少が見られ
る診療科で,とくに男性の病院勤務医の減少が顕著である。また,小児科では医師数は增えてい
るものの, やはり男性の病院動務医の減少が見られた。
以上から,医師不足とは,地域偏在 ・ 特定の診療科の医師数の減少 ・ 病院勤務医の減少である
と言える。 言い換えれば,医師不足とは,地域・診療科・医療施設のそれぞれにおいて,負担の
重いところから医師が退出しているという現象である。 各地の病院で見られる産婦人科・産科の
閉鎖は, まさにその象徴なのである。
医師も人であり, 労働者であるということを改めて考えなくてはならない。 日本の医療供給は,
医師個人の熱意や献身に頼る時代ではなくなったということであり, 医師の労働状況の改善が求
められているということである。厚生労働省は, 病院勤務医の負担の緩和とともに女性医師が働
きやすい環境づくりをあげているが,重要なのは男女を間わず働きやすい環境づくりである。 女
性医師は出産や育児でキャリアを中断したり, 離職したりすることが多いと言われる。 しかし,
出産はともかく,  育児と両立できない職場は女性にとっても男性にとっても働きやすい職場とは
考えられない。そのことが明確に意識された「病院動務医の負担の緩和」でなくてはならない。
そのための取り組みとしては, 医療機関の連携は非常に有効であろう。 仙台市を中心としたセ
ミ オープンシステムの例でも, 医師の負担緩和と患者が安心して医療を受けられる体制づく り と
してかなり効果をあげていた。 ただしこれには, 仙台市のように医師が多い地域だから可能であ
ったという反論も考えられる。 しかし, 医師がいない, あるいは少ない地域で医師を確保しよう
と す る と き に こ そ ,  さまざまな連携の仕組みを作ることは有効ではないか。 すでに各地で医師の
手当を厚くして医師を確保しようとしているが, あまり成功していないように思われる。金銭的
に厚遇されても, 医師が少ない地域では医師一人の負担が重くなるため, 敬遠されるのではない
だろうか。 そう考えれば, 何人かで手伝うから来て欲しい, という体制を作ることが医師確保に
つながるように思える。
医療機関の連携の過程では, 医師の集約化も必要になってくるであろう。そのときも, 医師の
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みでなく,  患者にとっても現実的で有効なものでなければならない。 医療は 「今すく'」 必要とな
るものである。体調が悪くなったとき, 「何ヶ月か後に派造されてくる医師」も「何年か後にで
きる病院」も意味を持たないことが多い。 単に「近くの病院がなくなってしまった」という事態
は避けるべきで, 過渡期にも配慮して集約化が進められることが望ましい。 そうした連携の仕組
みを作ろうとするとき,  公立の病院や診療所の役割もまた, 改めて間われるように思われる。
おわりに
小児科医, 産婦人科医, 産科医の不足から見えてくるのは, 医師が負担の重いところから退出
しているという医療供給体制の現状であった。 単純に医師数を增やせば小児科医, 産婦人科医,
産科医も増えるというものではなく, 医師の負担軽減を図ることが重要なのである。
小児科医, 産婦人科医, 産科医の不足が出産への不安となり, 少子化に拍車をかけていること
は間違いない。しかし,少子化対策として有効であるかどうかに関係なく,小児科医,産婦人科
医, 産科医が十分に確保されるようになってほしいとも思う。 出産の場がないから出産を請める,
子どもが体調を崩しても医療機関がなくどうすることもできない, と い う こ と で は あ ま り に も 悲
しい。
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